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筑後市介護予防・日常生活支援総合事業 Q&A
平成 29年 11月 1日改定版

（適用日：平成 30年 4月 1日）

※回答については、国からの通知等により内容を修正・変更する場合があります。

第１．対象者と利用手続

（答）

第１号事業対象者とは、総合事業の中の介護予防・生活支援サービス事業（第１号事

業）を利用できる方のことです。以下に該当する方が利用できます。

①要支援認定を受けた方

②基本チェックリスト実施により、事業対象者と判定された方

（市実施要綱第５条）

また、事業対象者の確認は、介護保険被保険者証で行います。「要介護状態区分等」

の欄に「要支援１」又は「要支援２」もしくは「事業対象者」と記載されていることを

ご確認ください。

第２．事業所の指定等

（答）

筑後市への指定申請が必要になります。申請書は市ホームページへ掲載していますの

で、ダウンロードのうえ作成してください。

（答）

筑後市外の市町村の被保険者が利用している事業所については、当該他の市町村から

区域外指定を受ける必要があります。

問１ 筑後市外に所在する事業所で、筑後市の被保険者に対して総合事業のサービスを

提供する場合、どのような手続をすればよいか。

問２ 筑後市以外の被保険者が利用する場合、どのような手続をすればよいか。

問１ 総合事業の第１号事業対象者とは誰を指すか。また、対象者の確認はどのよう

に行えばよいか。



2

ただし、住所地特例者については、居住市町村の総合事業を利用することになるため、

保険者市町村の指定を受ける必要はありません。

区域外指定については、市町村によって取り扱いが異なりますので、指定を受けよう

とする市町村に事前にご確認ください。

（答）

他市町村に所在する事業所であっても筑後市の総合事業のサービスを提供すること

になるため、筑後市の総合事業の指定（みなし指定を含む）を受けている事業所である

か確認が必要です。

（答）

それぞれの保険者が規定する事業の基準を満たしていただく必要があります。基準そ

の他の内容、申請・届出の必要の有無など当該市町村のホームページや当該利用者を担

当する地域包括支援センター等を通じて、情報収集をしてください。

また、指導監督については、それぞれ指定を行った市町村が行います。

第３．単価・算定基準

第３の１ 訪問介護相当サービス・通所介護相当サービス共通

（答）

貴見のとおりです。

問３ 筑後市に住民登録をしている利用者について、他市町村に所在する事業所のサー

ビスをケアプランに位置付ける場合に留意することは何か。

問４ 同一事業所内に保険者が異なる他市町村の利用者がいる場合、人員・設備・運営

の基準はどのように考えるのか。また、指導監査はどこが所管するのか。

問１ 筑後市に住民登録をしている利用者が他市町村に所在する事業所のサービスを

使う場合は、筑後市の単価（単位数・地域区分の単価）が適用されるのか。

問２ 総合事業のサービスコードに「１回あたり単価」が記載されているが、どういう

場合に適用するのか。
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（答）

訪問型サービスについては「１回あたりの単価」を適用しません。これまで同様、包

括報酬の算定基準により算定を行ってください。

通所型サービスについては「１回あたりの単価」を適用します（平成 30年 4月～）。

第３の２ 訪問介護相当サービス

（答）

貴見のとおりです。

第３の３ 通所介護相当サービス

（答）

異なりません。要支援２の区分が適用されます。

（答）

ケアマネジメントを踏まえ、事業者と利用者の契約により適切な利用回数、利用時間

でサービスを提供してください。

ただし、事業対象者・要支援１の人の報酬算定は月４回までとなっていますので、必

要に応じて区分変更申請等を行ってください。。

第４．定款、運営規程、契約書等

問１ 20分未満の訪問型短時間サービスについては、総合事業のサービスに位置付け
ないのか。

問１ 要支援２で、通所型サービスを週１回程度利用する場合と週２回程度利用する場

合で、単価は異なるのか。

問２ 事業対象者・要支援１で週２回程度の利用が必要な利用者への対応はどうするの

か。

問１ 事業の目的として定款へ位置付ける際に事業名はどのように記載するのが適切

か。
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（答）

例えば、介護保険法で使用されている「介護保険法に基づく第１号事業」などと記載

することが考えられますが、定款変更について、所轄官庁の許認可が必要な場合は、所

轄官庁へご相談ください。

（答）

総合事業実施に伴って運営規程や定款を変更した場合は、原則として変更日から 10
日以内に提出してください。

なお、重要事項説明書及び契約書の提出は不要ですが、必要な変更については、漏れ

がないよう確実に事業者自らが行ってください。

また、変更後、事業所内の掲示物についても最新のものに改めるようにしてください。

（答）

運営規程や契約書については、提供するサービスが変わるため、変更の必要があると

考えます。事業名称については、具体的な事業の内容が分かる名称を使用することが適

切と考えます。

（答）

別々に作成しても、一体的に作成しても差し支えありません。

【例】

「第１号訪問事業（筑後市訪問介護相当サービス）」

「第１号通所事業（筑後市通所介護相当サービス）」等

【例】例えば、契約書に以下の文面を追加すること等が考えられる。

（介護予防・日常生活支援総合事業を利用する場合）

第○○条 利用者が介護保険法等関連法令に規定する介護予防・日常生活支援

総合事業（以下、「総合事業」という。）を利用する場合においては、本契約に

「介護予防サービス」とあるのは「総合事業サービス」、「介護予防支援」とあ

るのは必要に応じて「介護予防ケアマネジメント」と読み替えるものとする。

問２ 定款や運営規程を変更した場合、変更届は必要か。

問３ 総合事業になり、運営規程や契約書を変更する必要があるのか。必要な場合、ど

のような文言を使用するのが適切か。

問４ 総合事業の運営規程や契約書等は介護とは別に作成するのか。
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（答）

契約書の内容については、提供されるサービスの内容、その他契約の内容について誤

解が生じない記載であれば、介護給付によるサービスと総合事業のサービスの内容を併

せた契約書様式として差し支えありません。

（答）

改めて取り交わすことが適当と考えます。

ただし、提供されるサービスの内容、その他契約の内容について、誤解が生じないよ

うであれば、覚書等を取り交わすといった対応でも差し支えありません。

（答）

従来の運営基準と同じく、サービスの提供の開始に際しては、利用申込者又はその家

族に対し、利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を

交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を文書により得る必要

があります。

（市基準要綱第９条、５６条により準用する第９条）

（答）

運営規程の例についてはお示しする予定ですが、契約書については事業者と利用者の

取り決めですので、お示しする予定はありません。

問５ 現在、「訪問介護及び介護予防訪問介護サービス利用契約書」としているが、そ

の中に「総合事業」も含めた様式としてよいか。

問６ 介護予防訪問（通所）介護を利用している利用者が、筑後市訪問（通所）介護相

当サービスを利用することになった場合、契約書を改めて取り交わす必要がある

か。

問７ 重要事項説明等の取扱いについては、従来と同じと考えてよいか。

問８ 運営規程や契約書等について、ひな形や見本となるような文例を提示してもらえ

ないか。
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第５．サービス計画書

（答）

総合事業移行後にサービスを提供する場合は、サービス計画書の表題は、「介護予防

サービス計画書」ではなく、「第１号事業（筑後市訪問介護相当サービス）計画書」等

に修正し、現行のものを流用して処理してください。

なお、計画書に要支援等の区分が記載されている場合には、新たに「事業対象者」の

区分を設けてください。

第６．その他

（答）

住所地特例対象者に対する総合事業については、居住する施設が所在する市町村（以

下、「施設所在市町村」という。）が行います。したがって、他市町村の被保険者であっ

ても、筑後市に施設がある住所地特例対象者については、筑後市の総合事業のサービス

を提供します。

また、平成 27年 4月から、総合事業の基本チェックリスト及び介護予防ケアマネジ
メントとともに、予防給付による介護予防支援について、施設所在市町村の地域包括支

援センターが行うことになりました。

介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントの実施にあたっては、被保険者証の住所

欄を必ずご確認ください（他市町村の被保険者証であっても、住所欄が筑後市内であれ

ば実施の対象となります。逆に、筑後市の被保険者証であっても住所欄が他市町村であ

れば対象外となります）。

なお、要介護・要支援認定については、これまでどおり保険者市町村が行います。

（答）

お見込のとおりです。

問１ サービス計画書の作成方法や書式などは、現行の介護予防サービスのものを流用

し、現行と同じ方法で処理してよいか。

問１ 住所地特例者に対する総合事業のサービス提供はどのようになるのか。

問２ 総合事業のみ利用する場合で給付管理票が必要となるのは、指定事業者のサービ

スを利用する場合だけか。支給限度額管理の対象ではないサービスのみ利用してい

る場合、給付管理票は必要ないということでよいか。
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（答）

違います。総合事業の第１号事業支給費に係る記録は支払の日から５年、その他の記

録については、完結の日から２年間保存してください。

（市基準要綱第 39条、第 55条）

（答）

指定事業者によるサービスの利用者負担については、高額介護予防サービスに相当す

る事業及び高額医療合算介護予防サービスに相当する事業を実施します。

（市実施要綱第９条）

（答）

個別の契約内容によりますので、契約している保険会社に確認してください。

（答）

介護扶助費（公費負担）として、指定事業所によるサービス提供については、利用者

の自己負担分について給付されます。

（答）

現行と同じく公費助成があります。

問３ 総合事業に係る記録の保存期間は、省令に定めのある予防給付と同じく２年でよ

いか。

問４ 総合事業のサービス利用に係る利用者負担は、高額介護予防サービス費、高額医

療合算介護予防サービス費の対象となるのか。

問５ 介護サービスの提供に係る事故に対応するため、損害保険に加入しているが、総

合事業によるサービスに係るものも保険は適用になるのか。

問６ 生活保護受給者が総合事業を利用する場合は自己負担か公費負担か。

問７ 原子爆弾被爆者等に対する公費助成はどうなるのか。
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（答）

現行相当サービス（訪問、通所とも）の利用に係る利用者負担額（事業対象分）につ

いては、従来の予防給付同様、ケアプランに基づき医療系在宅サービス又は医療保険の

訪問看護と併せて利用している場合、医療費控除の対象となります。その場合、領収額

のうち「医療費控除の対象となる金額（事業対象分）」を記載した領収証を発行してく

ださい。

問８ 利用料の医療費控除はどうなるのか。


